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６．インターネットを活用した電子商取引（ＥＣ）の実施状況について
 

 電子商取引（ＥＣ）とは、パソコンを使ってインターネットなどのネットワークを経由した商取引の
ことである。企業と企業との間の電子商取引を「ＢtoＢ」（Business to Business）、企業と個人間の電
子商取引を「ＢtoＣ」（Business to Consumer）と言う。 
 なお、電子メールによる受発注管理やデータ交換、受発注先との設計・デザイン等のデータ交換も含
まれる。 

 

 (1) 電子商取引（ＥＣ）の実施状況について 

  Ａ．業種別

    コンピュータを導入しており、インターネットに接続している事業所に対し、電子商取

引（ＥＣ）の実施状況を尋ねたところ、「行っている」が 40.9％、「行っていない」が 59.1％

となっている（図 4-1）。 

    業種別に見てみると、「輸送用機械器具製造業」が 63.6％で最も多く、次いで、「木材・

木製品製造業（家具を除く）」が 60.0％、「出版・印刷・同関連産業」が 51.5％となってい

る。また、コンピュータを導入しており、インターネットを接続している事業所が 100％

であった「電気機械器具製造業」では、電子商取引（ＥＣ）の実施率が 50.0％に止まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 1　電子商取引（ＥＣ）の実施状況について（業種別）
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  Ｂ．従業員数別

    従業員数別に見てみると、電子商取引（ＥＣ）を行っていない事業所は、「4人未満」が

62.5％、「4～9人」が 63.3％、「10～19 人」が 60.0％、「20～29 人」54.9％、「30～99 人」

が 57.5％、「100～299 人」が 66.7％となっている（図 4-2）。 

    一方、「300 人以上」では 27.3％となっており、それ以外の事業所と比べて電子商取引（Ｅ

Ｃ）を「行っている」としたものが多い。 

    このように、「300 人以上」を別にすると、従業員数の規模での差はあまりみられなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｃ．地区別

    地区別に見てみると、県内 3 地区とも電子商取引（ＥＣ）「行っていない」が 60％前後

となっており、電子商取引（ＥＣ）への取り組みについては、県内全体がほぼ同じ水準で

ある（図 4-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 2　電子商取引（ＥＣ）実施状況について（従業員数別）
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図4- 3　電子商取引（ＥＣ）の実施状況について（地区別）
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  Ｄ．調達先別

    調達先の地域別にみてみると、調達先が「県内10割」である事業所の取り組みが 31.0％、

県外にも調達先をもつ事業所の取り組みが 41.6％となっており、コンピュータの導入状況

やインターネットの接続状況のような大きな差はないが、広く調達先を求める割合は電子

商取引（ＥＣ）が有効かつ必要であることがうかがえる（図 4-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    調達先の企業数別でみてみると、電子商取引（ＥＣ）を行っている事業所は、調達先企

業数が「51 社以上」が 65.7％となっている。一方、「1 社」では 8.3％と大きな差があり、

取引先企業数が多い事業所では、その必要性が高いことがうかがえる（図 4-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 4　電子商取引（ＥＣ）の実施状況（調達先の地域別）
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行っている 行っていない

図4- 5　電子商取引（ＥＣ）の実施状況（調達先の企業数別）
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  Ｅ．販売先別

    販売先別にみてみると、調達先が「県内 10 割」である事業所の取り組みが 27.2％、県

外にも調達先をもつ事業所の取り組みが 44.9％となっており、調達の場合と同様に広く販

売先を求めるには電子商取引（ＥＣ）が有効かつ必要であることがうかがえる（図 4-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    販売先の企業数別でみてみると、取引先企業数が多くなるほど電子商取引（ＥＣ）に取

り組んでいる（図 4-7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 6　電子商取引（ＥＣ）の実施状況（販売先の地域別）
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行っている 行っていない

図4- 7　電子商取引（ＥＣ）の実施状況（販売先の企業数別）
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  Ｆ．販売対象別

    販売の対象別にみてみると、コンピュータの導入状況やインターネットの接続状況と同

様に、「対消費者」よりも「対企業」で電子商取引（ＥＣ）の必要性が高いと思われる（図

4-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 電子商取引（ＥＣ）の取組内容 

  Ａ．電子商取引（ＥＣ）の内容

    電子商取引（ＥＣ）を「行っている」と答えた事業所に対し、その取組内容を尋ねたと

ころ、「既存取引先との電子メールによる受発注管理・データ交換」が 64.1％と最も多く、

次いで「自社ホームページによる対消費者電子商取引（ＢtoＣ）」」が 32.0％、「既存取引

先とのＡＳＰや独自でシステムを構築し、企業間ネットワークによる受発注管理・データ

交換」が 24.3％となっており、一方、「自社のホームページによる企業間電子商取引（Ｂ

toＢ）」以下については現在、取り組みが少ないが、今後、開拓し得る取り組み分野である

ともいえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 9　電子商取引（ＥＣ）の内容
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（％）n=103（複数回答）

図4- 8　電子商取引（ＥＣ）の実施状況（販売の形態別）
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  Ｂ．企業間電子商取引（ＢtoＢ）

    企業間電子商取引（ＢtoＢ）の内容について、現在の取組状況と今後の取組予定とをみ

てみると、調達部門では、現状および今後の取組予定ともに「発注取引管理」が多くなっ

ており、販売部門でも現状および今後の取組予定ともに「受注取引管理」が多くなってい

ることから、企業間電子商取引（ＢtoＢ）においては、電子商取引（ＥＣ）の受発注管理

における活用ニーズが高いことがうかがえる。 

    また、今後の取組予定については、「各項目に取り組みたい」との回答が出ており、電子

商取引（ＥＣ）をより広い分野で活用しようという意欲がうかがえる（図 4-10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 10　企業間電子取引（ＢtoＢ）への取り組みの現状と今後の予定
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  Ｃ．対消費者電子商取引（ＢtoＣ）

    対消費者電子商取引（ＢtoＣ）について、現在の取組状況と今後の取組予定とをみてみ

ると、「販売部門」では、現状および今後の予定ともに「広告」、「受注取引管理」が多くな

っており、「情報管理部門」では「顧客情報管理」が多くなっていることから、対消費者電

子商取引（ＢtoＣ）においては電子商取引（ＥＣ）の「広告」、「受注取引管理」および「顧

客情報管理」における活用ニーズが高いことがうかがえる（図 4-11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 11　対消費者電子商取引（ＢtoＣ）への
取り組みの現状と今後の予定
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 (3) 企業間電子商取引（ＢtoＢ）の目的と成果 

  Ａ．企業間電子商取引（ＢtoＢ）を行う目的 

    企業間電子商取引（ＢtoＢ）を行う目的を尋ねたところ、「取引先との情報（データ）の

共有」が 44.2％と最も多く、次いで「取引先の拡大」が 43.2％、「自社のイメージアップ」

が 33.7％、「調達のスピードアップ」が 29.5％となっている（図 4-12）。 

 

図4- 12　企業間電子商取引（ＢtoＢ）を行う目的
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（％）n=95（複数回答）

 

 

 

 

  Ｂ．企業間電子商取引（ＢtoＢ）の成果 

    企業間電子商取引（ＢtoＢ）の成果を尋ねたところ、「期待以上の成果を上げている」が

2.2％、「期待どおりの成果を上げている」が 8.9％、「まあまあ成果を上げている」が 61.1％

となっており、合わせて 72.2％の事業所が成果を上げている。（図 4-13）。 

    企業間電子商取引（ＢtoＢ）では、取引先の拡大を除き固定された取引先が多く、取引

関係が安定していることから、投資に見合った成果が得られていることが推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 13　企業間電子商取引（ＢtoＢ）の成果
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  Ｃ．企業間電子商取引（ＢtoＢ）で成果を上げている理由 

    企業間電子商取引（ＢtoＢ）で成果を上げている理由を尋ねたところ、「取引先との情報

（データ）の共有ができた」が 48.4％と最も多く、次いで「自社のイメージが上がった」

が 30.6％、「調達のスピードが上がった」が 27.4％、「納品のスピードが上がった」が 25.8％

となっており、取引先との情報共有など企業間の連携に具体的な成果が表れていることが

うかがえる（図 4-14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｄ．企業間電子商取引（ＢtoＢ）で成果を上げていない理由 

    企業間電子商取引（ＢtoＢ）で成果を上げていない理由を尋ねたところ、「利用頻度が低

い」が 58.3％と最も多く、次いで「対応できる人材が不足」が 45.8％、「メンテナンスな

どに手間がかかる」、「現在、取引のある相手先のうち、多くの相手先が対応していない」

が 33.3％となっており、今後は経営実態に合った企業間電子商取引（ＢtoＢ）の取組支援

や人材育成支援が必要と考えられる（図 4-15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 14　企業間電子商取引（ＢtoＢ）で成果を上げている理由
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（％）n=62（複数回答）

図4- 15　企業間電子商取引（ＢtoＢ）で成果を上げていない理由
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 (4) 対消費者電子商取引（ＢtoＣ）の目的と成果 

  Ａ．対消費者電子商取引（ＢtoＣ）を行う目的 

    対消費者電子商取引（ＢtoＣ）を行う目的を尋ねたところ、「顧客の拡大」が 80.0％と

圧倒的に多く、次いで「自社のイメージアップ」が 58.3％、「注文量の増大」が 46.7％と

なっている（図 4-16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｂ．対消費者電子商取引（ＢtoＣ）の成果 

    対消費者電子商取引（ＢtoＣ）の成果を尋ねたところ、「期待どおりの成果を上げている」

が 3.8％、「まあまあ成果を上げている」が 40.4％となっている。このように、成果が上が

っているとする割合は半数を下回っており、企業間電子商取引（ＢtoＢ）と比べて低い（図

4-17）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 16　対消費者電子商取引（ＢtoＣ）を行う目的
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（％）n=60（複数回答）

図4- 17　対消費者電子商取引（ＢtoＣ）の成果
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ｎ＝52
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  Ｃ．対消費者電子商取引（ＢtoＣ）で成果を上げている理由 

    対消費者電子商取引（ＢtoＣ）で成果を上げている理由を尋ねたところ、「自社のイメー

ジが上がった」が 54.5％と最も多く、次いで「顧客が拡大した」が 50.0％、「注文量が増

大した」が 31.8％となっており、イメージアップと販路拡大に成果が上がっている（図

4-18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｄ．対消費者電子商取引（ＢtoＣ）で成果を上げていない理由 

    対消費者電子商取引（ＢtoＣ）で成果を上げていない理由を尋ねたところ、「利用頻度が

低い」が 79.2％と最も多く、次いで「対応できる人材が不足」が 37.5％となっており、1

位、2位ともに企業間電子商取引（ＢtoＢ）の場合と同様の順位となっている（図 4-19）。 

    また、3 位は「消費者ニーズの把握や売上の拡大などにつながっていない」で 29.2％と

なっているなど、対消費者電子商取引（ＢtoＣ）を導入したものの、成果を得られていな

い事業所も少なくないことから、ＩＴ化社会に即した経営戦略を立て直すとともに、消費

者のニーズを択えた商品構成の見直しやホームページコンテンツの一層の充実を図るため

の支援が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 19　対消費者電子商取引（ＢtoＣ）で成果を上げていない理由
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費用がかかりすぎる

ウイルス被害にあった

売掛金の回収ができなかった

（％）n=24（複数回答）

図4- 18　対消費者電子商取引（ＢtoＣ）で成果を上げている理由
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競争力の強化が図れた

納品のスピードが上がった

販売コストの削減が図れた

人件費の削減が図れた

（％）n=22（複数回答）
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 (5) 取引額に占める電子商取引（ＥＣ）の割合 

  Ａ．調達部門の取引額に占める割合

    直近の決算年度における調達部門の取引額に占める企業間電子商取引（ＢtoＢ）の割合

を尋ねたところ、「1割未満」が 71.7％と圧倒的に多く、次いで「1割～3割未満」が 16.5％、

「3割～5割未満」が 5.9％となっている（図 4-20）。 

    なお、「全て電子商取引」と答えた事業所はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｂ．販売部門の取引額に占める割合

    直近の決算年度における販売部門の取引額に占める企業間電子商取引（ＢtoＢ）と対消

費者電子商取引（ＢtoＣ）の割合を尋ねた。 

    企業間電子商取引（ＢtoＢ）の割合を見てみると、「1割未満」が 66.6％と最も多く、次

いで「1 割～3 割未満」が 20.2％、「3 割～5 割未満」と「5割～8 割未満」が 6.0％となっ

ている。 

    一方、対消費者電子商取引（ＢtoＣ）の割合を見てみると、「1割未満」が 84.1％と圧倒

的に多く、次いで「1割～3割未満」と「3割～5割未満」が 6.8％となっている。 

    前問Ａと同様、企業間電子商取引（ＢtoＢ）と対消費者電子商取引（ＢtoＣ）ともに「全

て電子商取引」と答えた事業所は、なかった（図 4-21）。 

    このように、電子商取引（ＥＣ）はその取引金額規模からすれば、調達部門、販売部門

ともに十分活用されるまでには至っていない。 

    しかし、現状で取引金額規模は小さいが、ＩＴ化の進展により今後、伸びていくことが

予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 20　調達部門の取引額に占める電子商取引（ＥＣ）の割合
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5割～8割未満 8割～10割未満 全て電子商取引

図4- 21　販売部門の取引額に占める電子商取引（ＥＣ）の割合
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 (6) 電子商取引（ＥＣ）部門担当の従業員数と状況 

   電子商取引（ＥＣ）部門を担当している従業員数を尋ねたところ、「1人」が 55.6％で最も

多く、次いで「2 人」が 24.4％、「3 人」が 11.1％、「5 人以上」が 7.8％となっている（図

4-22）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、その状況を尋ねたところ、電子商取引（ＥＣ）部門の担当者が「5 人以上」と答

えた事業所では、42.9％が「不足」しているとしており、積極的に電子商取引（ＥＣ）を利

用している事業所では、電子商取引（ＥＣ）部門の担当者を確保する必要性を感じているよ

うだ（図 4-23）。 

   また、「その他」の中には、兼務することなどにより、概ね適正人員を確保しているとの回

答もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 22　電子商取引（ＥＣ）部門担当の従業員数

2人
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55.6%

3人
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7.8%

ｎ＝90

図4- 23　電子商取引（ＥＣ）部門担当の従業員数と状況
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 (7) 電子商取引（ＥＣ）に対する今後の取り組み 

  Ａ．電子商取引（ＥＣ）に対する今後の取り組み

    電子商取引（ＥＣ）に対する今後の取り組みを尋ねたところ、「今まで以上に力を入れる」

が 53.1％と最も多く、「現状を維持する」が 46.9％であったが、「縮小する」や「ＥＣをや

める」と答えた事業所は、全くなかった。このようなことからも、電子商取引（ＥＣ）は、

企業経営にとって重要な存在になってきていることがうかがえることから、一層の支援が

必要と考えられる（図 4-24）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｂ．電子商取引（ＥＣ）について今まで以上に力を入れる分野

    前問Ａで「今まで以上に力を入れる」と答えた事業所に、今まで以上に力を入れていき

たい分野を尋ねたところ、「社員の教育」が 60.0％で最も多く、次いで「機器やソフトへ

の投資」が 50.0％、「ｅマーケットプレイス、共同受注システム、バーチャルモール、ネ

ットオークションなど新たなＥＣ関連のインターネットサイトへの参加」が 28.0％となっ

ている（図 4-25）。 

    人材育成やＩＴ環境（ハード、ソフト）への投資など、電子商取引（ＥＣ）対応力を一

層高めていきたいという意欲がうかがえる。 

    また、「その他」の中には、「消費者が欲しがるような特色のある製品を作りたい」とい

う電子商取引（ＥＣ）を意識した新製品開発について、前向きな意見も見られた。 

 

図4- 25　電子商取引（ＥＣ）について今まで以上に力を入れる分野
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ｅマーケットプレイス、共同受注システム、バーチャルモール、ネット
オークションなど新たなＥＣ関連のインターネットサイトへの参加

ＥＣの成功事例など各種セミナーへの参加

そ　の　他

（％）n=50（複数回答）

 
 

          

図4- 24　電子商取引（ＥＣ）に対する今後の取り組み
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ｎ＝96
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 (8) 電子商取引（ＥＣ）を行っていない事業所の状況 

  Ａ．電子商取引（ＥＣ）を行っていない理由

    電子商取引（ＥＣ）を行っていない事業所に、その理由を尋ねたところ、「導入しなくて

も業務に支障がない」が 67.0％で最も多く、次いで「取引相手先が電子商取引に対応して

いない」が 30.1％、「効果がはっきりとしない」が 27.7％となっている（図 4-26）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｂ．今後、電子商取引（ＥＣ）を新たに始める予定について

    電子商取引（ＥＣ）を行っていない事業所に対し、今後、電子商取引（ＥＣ）を新たに

始める予定について尋ねたところ、「ある」が 1.0％、「検討中」が 2.9％に止まった。一方

で、「ない」は 96.1％と多数に上っており、電子商取引（ＥＣ）を行う事業所と行わない

事業所の二極分化が進んでいることがうかがえる（図 4-27）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 26　電子商取引（ＥＣ）を行っていない理由

30.1

27.7

19.9

19.9

11.7

8.7

8.7

5.8

2.9

67.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

導入しなくても業務に支障がない

取引相手先が電子商取引に対応していない

効果がはっきりとしない

セキュリティー問題に不安がある

取り扱える人材がいない

導入に時間や費用がかかる

開設手段がわからない

費 用 が わ か ら な い

相手先ごとにデータ形式がバラバラなので面倒
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（％）n=206（複数回答）

          

          

図4- 27　今後、電子商取引（ＥＣ）を新たに始める予定
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  Ｃ．今後、新たに始める予定がある電子商取引（ＥＣ）の内容

    前問Ｂで、今後、新たに電子商取引（ＥＣ）を始める予定が「ある」または「検討中」

と答えた事業所に対し、その内容を尋ねたところ、「自社ホームページによる企業間電子商

取引（ＢtoＢ）」が 60.0％で最も多く、次いで「自社ホームページによる対消費者電子商

取引（ＢtoＣ）」が 40.0％となっている（図 4-28）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｄ．今後、電子商取引（ＥＣ）を普及していくための支援策

    電子商取引（ＥＣ）を行っていない事業所に対し、今後、電子商取引（ＥＣ）を普及す

るための支援策について尋ねたところ、「ＥＣが何であって何ができるかなど、初歩的な知

識を理解するためのセミナーの開催や資料の提供」が 57.4％と最も多く、次いで「ＥＣの

成功事例や活用ノウハウの紹介」が 44.7％、「ＥＣ導入の個別指導」が 31.9％となってお

り、今後、電子商取引（ＥＣ）を普及していくためには、入門的な内容を中心とした支援

策が求められている（図 4-29）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4- 28　今後、新たに始める予定がある電子商取引（ＥＣ）の内容
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バーチャルモールによる企業間電子商取引（BtoB)

（％）n=5（複数回答）

図4- 29　今後、電子商取引（ＥＣ）を普及していくための支援策
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ＥＣの成功事例や活用ノウハウの紹介

ＥＣ導入の個別指導

ＥＣに対する研修会の開催

そ　の　他

（％）n=47（複数回答）


